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第１６回府中市市民活動推進協議会 会議録

（要旨）

■開催日時 平成２５年１月１８日（金）午前１０時から正午

■開催場所 府中市役所北庁舎３階第６会議室

■出 席 者 朝岡会長、山崎副会長、佐藤委員、日笠委員、長島委員、

西埜委員、久保田委員、中嶋委員、竹内委員、横野委員、

津田委員、堺委員

欠 席 者 金子委員

傍 聴 者 ４名

オブザーバー 松木府中ＮＰＯ・ボランティア活動センター事務局長

事 務 局 中川市民生活部次長兼市民活動支援課長、

岩田市民活動支援課長補佐、竹内支援係長、内藤事務職員、

鷹野事務職員

コンサルタント 株式会社ＩＮＡ新建築研究所 楠部氏、牧氏

■議事  開会

     会長挨拶

     会議録の確認について

議決事項

     １ 報告書の検討について

     ２ その他

■資料  １ 第１４回府中市市民活動推進協議会会議録

     ２ 第１５回府中市市民活動推進協議会会議録

     ３ 「府中市における市民活動の推進に向けた施策について」

検討結果報告書（案）
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議決事項

１ 報告書の検討ついて

本件については、事務局及びコンサルタントより資料に基づき説明がなさ

れた後、各委員から次のような発言があった。

（会 長） 本日は諮問事項２と３を中心に協議していただくこととなるが、

まず、ＮＰＯ・ボランティア活動センターや再開発ビルに設置さ

れる新しいセンターにどのような視点が求められているのかを確

認させていただきたい。

現在、市では第６次総合計画を策定中であるが、その中に１０

年間で３８０億円程度の支出が見込まれる新規の施設計画を盛り

込むことがほぼ決定している。しかし、施設計画の資金の全てを

基金等で賄うことは難しく、負債が発生することも予想される。

また、施設計画のほか、学校等施設の修繕費として毎年６０億円

程度を確保しなければならないため、新しいセンターは市にとっ

て大きなリスクを伴う施設計画であることをご理解いただきたい。

また、府中市には多くの公共施設があるため、既存の施設に何ら

かの機能を加える程度では市民が納得できるような施設にはなら

ない。コミュニティビジネスを発信していく市民活動の拠点とし

て新しいセンターを位置づけて議論を行いたい。多額の資金が投

入されている施設であることを踏まえ、市民が満足できるような

施設にしたいと考える。

それでは、報告書の協議に移らせていただくが、２「府中ＮＰ

Ｏ・ボランティア活動センターの運営に関する事項について」の(１)

のエ「ＮＰＯ・ボランティア活動に対応する相談体制の一元化」

において、ワンストップオフィスに関する記述が、センターのほ

かに市民活動支援担当部署だけを設置すればよいというような誤

解を招きやすい表現であると思われる。総合情報センターにワン

ストップオフィスを設けた方がよいという趣旨の項目であるため、

「市民がアクセスしやすい施設」という文言を「市民がアクセス

しやすい総合情報センター」に置き換えた方がよい。そうすれば、

ワンストップオフィスが市民活動支援担当部署だけではないこと

が明らかになる。また、「センターと市民活動支援担当部署の両方

の窓口を設置することが望まれる」という文言を「センターと市

民活動支援担当部署のほか、市民生活に密接に関わる主な部署の

出先（ワンストップオフィス機能）を設置する」に変更したいと
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考えるがどうか。

特にご意見等がなければ、３「ＮＰＯ・ボランティアの活動そ

の他の市民活動の拠点に関する事項について」も含めて、その他

の部分についてもご意見をいただきたい。

（委 員） 立川市にワンストップオフィス機能を有する施設があるが、多

くの市民が利用していると聞いている。やはり、市役所の出先機

関があることを明記した方がよいと考える。

２の(２)のイ「コンサルティング・課題解決機能」について、「税

務署や法務局など各行政機関との連携」という記載があるが、そ

のような機関との連携よりも、文中にもある「税理士等の専門家

とのネットワーク」を強化し、税務や法務などの手続きについて

相談できる体制をつくることが重要であると考える。

また、ＮＰＯ・ボランティア活動センター自体の育成に関する

記載はあるか。

（事務局） ２の(２)のア「相談窓口機能」において、スタッフのスキルアッ

プについて言及している。

（委 員） ３の(３)「施設の管理運営制度について」、市民を中心に構成され

た団体が施設管理まで担うこととなると、窓口対応などの本来の

業務がおろそかになる可能性がある。その点を考慮した表現はで

きないか。

（会 長） ただ今いただいた意見を一つずつ整理していきたい。

まず、２の(１)のエ「ＮＰＯ・ボランティア活動に対応する相談

体制の一元化」については、ワンストップオフィスに関する記述

が不十分であると考える。ここでいうワンストップオフィスは、

ＮＰＯ・ボランティア活動の相談窓口のことではなく、市の各種

手続きが行える窓口のことであるため、必要に応じて別項目で記

述してもよいと考える。この部分に関しては、以上の意見を踏ま

え、再度事務局で検討していただきたい。

（委 員） そういった意味であれば、「ワンストップオフィス」ではなく、

「ワンストップソリューションオフィス」と表記すべきではない

か。
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（会 長） それでは、「ワンストップソリューションオフィス」と表記する

こととしたい。

次に、２の(２)のイ「コンサルティング・課題解決機能」につい

てであるが、「税務署や法務局など各行政機関との連携」という文

言を削除してはどうか。

（事務局） 税務署・法務局との連携については既に取り組み始めている部

分もあり、今後、各機関からの協力を得て、ＮＰＯ・ボランティ

ア活動センター主催の講座を開催する方向で調整を進めていると

ころである。

（府中ＮＰＯ・ボランティア活動センター事務局長）

平成２４年４月にＮＰＯ法の改正があったため、法務局への登

記に関する相談数が増加しているが、法務局としても対応できる

数には限りがあるという現状がある。そのため、法務局に対して、

ＮＰＯ法人に向けた法務講座の開催を提案しているところである。

また、税務についても、法改正に伴う変更があったため、税務署

に対して税務講座の開催を提案している。各機関は訪ねにくいイ

メージがあるが、センターが間に入って講座を実施することによ

り、各機関に対するイメージに影響されず、ＮＰＯ法人が適切な

知識を得ることができるものと考える。税理士等とのネットワー

クも構築しているが、これらの関係機関とのネットワークも必要

であると考える。

（会 長） それでは、「税務署や法務局など各行政機関との連携」という文

言を、「税務署や法務局など各行政機関と連携した講座等の実施」

などの文言に変更してはどうか。

（委 員） 税務という文言が文頭にあるため、相談できる内容が限定的で

あるという印象を与えてしまうことから、文の最初を「法務・税

務・登記等」という表現にしてはどうか。

また、ワンストップオフィスについてであるが、行政に係るこ

とを全てこの施設で満たすのは困難であると思われるので、市民

活動に係ることに限定しておいた方がよいと考える。
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（会 長） ワンストップソリューションオフィスの概念は、総合相談窓口

のことではない。また、市内にはワンストップソリューションオ

フィスが設置されていないものと認識している。新しいセンター

にまず求められるのはＮＰＯ・ボランティア活動に係る機能であ

るが、ワンストップソリューションオフィスを設置することで、

ＮＰＯ・ボランティア活動にも関連した幅広い分野の相談を受け

付けることができ、新たなつながりが生まれる可能性もある。そ

ういった意味では、総合相談窓口のことでもなければ、市民活動

支援担当部署の窓口のことでもない。この部分の表現については

事務局と相談して決定させていただきたい。

（委 員） 窓口に相談できる内容を掲示することで、利用する市民にとっ

ても総合相談窓口でないことがわかりやすくなると思われる。

（会 長） 窓口のデザインや使い方は今後設置されるであろう施設の運営

等を協議するための協議会で議論すればよいと考える。ただ、報

告書では総合相談窓口や市民活動担当部署の窓口ではない点が分

かるような記載としたい。

２の(２)のイ「コンサルティング・課題解決機能」については、「税

務」が文頭にあると団体に抵抗感を与えてしまうおそれがあるた

め、協議結果を踏まえて事務局に表現を検討していただきたい。

次に、３の(３)「施設の管理運営制度について」であるが、１行

目の表現が抽象的であると思われる。新しい施設に指定管理者制

度を導入する目的としては、市民が指定管理者となり育っていく

ことが考えられるが、効率的な施設管理や運営ができず、市民ニ

ーズに応えられなくなることを防ぐため、ある程度競争原理が働

いた方がよいという点も考慮した表現が望ましいと考える。

（委 員） １つの団体がハードの部分とソフトの部分全てを担うことは困

難であるため、複数の団体や企業で構成される共同事業体と契約

することも想定した表現にすべきであると考える。

（会 長） 契約形態まで記載するのは困難であると考える。担い手の育成

という観点から、「市民を中心に構成された団体を選択する」とい

う文言を「市民を中心に構成された団体を選択・育成する」とい

う文言に変更してはどうか。
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（委 員） その表現にすると、指定管理を受けることのできる団体を今後

探して育成するという意味になるが、それよりも、現時点で指定

管理を受けることのできる団体が中心となり、他の団体は足りな

い部分を補完するという形が望ましいと考える。また、ＮＰＯ・

ボランティア活動センターの受託法人を育成・強化していくとい

う表現を加えてもよいのではないか。現在、市内でコミュニティ

ビジネスの支援を担える団体は他にないと考える。

（委 員） 現在のＮＰＯ・ボランティア活動センターには自浄機能が存在

しないものと認識している。センターの運営方法に対して各団体

が自らのニーズを反映させる場がなく、センター受託法人の考え

方だけで運営されているという現状がある。それを改善するため

には、団体が運営に参画できる仕組みが必要である。そのため、

新しい施設では、現在のＮＰＯ・ボランティア活動センターが中

心となるのは構わないが、市民や市民活動団体で構成される協議

会等の団体が指定管理を受けることが望ましい。少なくとも、「市

民を中心に構成された団体」の中の「市民」という文言は意味が

広すぎるため、「団体」という言葉を加えた方がよいと考える。

（委 員） 複数の市民団体から人を集めて管理運営を行うということであ

るが、管理運営のノウハウを持った人を集めること自体が困難で

あると考える。むしろ、管理運営が適切に行われているかどうか

について評価及び助言を行う協議会を別組織として作り、その中

にＮＰＯ団体も参画していく方がよいのではないか。寄せ集めの

人達で新しい施設を管理運営していくことは難しいと考える。

（委 員） さいたま市市民活動支援センターでは複数の団体で構成された

組織が施設の運営を担っている。

（委 員） 当該組織で担っているのはソフトの部分だけである。

（会 長） 現時点で指定管理者の選定方法に細かい制限を設けることは難

しいものと思われる。また、現在のセンターの受託法人の名称を

報告書に記載することもできない。そのため、指定管理を担うべ

き「市民を中心に構成された団体」が、現在のセンターの受託法

人でよいのか、受託法人を核とした市民や市民団体で構成された
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協議会等がよいのかは表現が難しいところである。ただ、先ほど

の意見にあった協議会については、３の(５)のエ「交流・ネットワ

ーク機能」に記載されている「運営協議会」に近い考え方である

と思われる。例えば、運営協議会の機能を格上げし、管理運営に

深く関わる仕組みをつくることも考えられる。いずれにしろ、指

定管理者の選定に際しては公平性の担保が必要となるため、表現

については事務局で検討していただくこととし、次回の協議会で

確認することとしたい。

（委 員） 以上の議論を踏まえると、やはり現在の表現が最も適切である

と思われる。

（会 長） 行政が枠を狭めてしまうと、枠内で実現できなかった時に問題

が生じてしまうこともあり、ある程度幅を持たせた表現がよいと

考える。やはり、現在の表現のままとしたい。

そのほか、意見等はあるか。

（委 員） 第６次総合計画では、市民と行政の協働によるまちづくりを目

標として掲げており、その拠点として当施設を位置づけるような

表現が必要であると考える。例えば、３の(５)のア「相談窓口機能」

やオ「人材育成機能」に市民と行政の協働を推進する事業を盛り

込むなど、当施設が総合計画の一部を担うような趣旨の表現を加

えた方がよい。

（事務局） ２の(２)のエ「交流・ネットワーク機能」の主な業務として、「企

業・学校・行政とのネットワーク構築」との文言を記載している

が、これは中間支援組織であるセンターが市民と行政の間を取り

持つ機能を担うべきとの考え方から記載したものであり、市とし

ても、現在のセンターと新たな施設が協働を推進する機能を担っ

ていくものと認識している。

（会 長） 新しい施設にワンストップオフィスを設置するのであれば、必

然的に市民との協働を担う施設になると考える。また、当報告書

ではなく、総合計画のような上位計画で当施設を市民と行政との

協働を進める施設に位置づける方法もある。また、コミュニティ

ビジネスは行政との協働を前提とするものではなく、団体が自前
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で行う場合が多く、基本的に協働とは異なる概念であるものと思

われるため、協働を前提とした施設としてしまうと、コミュニテ

ィビジネスを支援する施設という位置づけと矛盾してしまうと考

える。

（委 員） 確かに総合計画等に盛り込めればよいと考える。

（委 員） ３の(５)のオ「人材育成機能」において、「民間事業者に宣伝を兼

ねた物資の提供や技術協力を依頼することなども検討していただ

くことを望みます」との文言があるが、検討ではなく実施するこ

とを期待する旨の表現に変更した方がよいと考える。

また、３の(８)のイの②のＡのⅲ「カフェラウンジ・市民活動交

流スペース」において、カフェラウンジについては民間のノウハ

ウを活用した魅力的なカフェラウンジとする旨の表現を加えるべ

きであると考える。

（会 長） それでは、「人材育成機能」については、「検討」という文言を

削除することとし、３の(５)のカ「活動拠点・機材提供機能」につ

いても同様に「検討」を削除することとしたい。

また、「カフェラウンジ・市民活動交流スペース」については、

先ほどの意見を踏まえ、事務局に表現を検討していただきたい。

（委 員） ３の(８)のイの②のＢのⅲ「スタジオ・楽屋等」に「シャワール

ーム」とあるが、シャワールームは必要なのか。

また、府中駅構内や再開発ビルの１階において、当施設で開催

される催し等のＰＲができればよいと考える。

（事務局） シャワールームについては、必ずしも設置しなければならない

というわけではないので、ご協議いただきたい。

（会 長） 設置することで他の機能に影響を及ぼすことはないか。

（事務局） 特段の影響はないが、清掃など管理業務は若干はん雑となる。

（会 長） プロの公演の際には必要となる可能性があると思われる。現時

点ではなくす理由もないため、コスト等を含めて再度事務局で検
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討していただきたい。

（委 員） シャワー室はどこに設置されるのか。

（ＩＮＡ新建築研究所）

５階の楽屋（中）に設置する計画となっている。

（会 長） 駅等での催し等のＰＲについては検討の必要があるものと思わ

れるので、報告書に盛り込むかどうかも含めてご意見をいただき

たい。

（委 員） ５・６階のけやき通り側のガラス面に内側から広報物を張るな

どのＰＲ方法も考えられる。

（会 長） けやき通り側のガラス面は下から見えないつくりとなっている

が、駅側のガラス面なら下からも見える可能性がある。

（事務局） 女性センターでもビルの入口などで催し等の広報物を掲示する

こともあり、施設側との交渉次第とはなるが、５・６階以外で催

し等のＰＲをすることも検討の余地はあると思われる。

（委 員） 市民の行う催しをＰＲする仕組みについて報告書に盛り込むこ

とが必要であると考える。

（会 長） それでは、施設外での催し等のＰＲができる仕組みについて報

告書に盛り込むこととしたい。

（委 員） 市民団体主催の催しについても、開催前から告知できる仕組み

とするのがよい。

（委 員） 新しいセンターと社会福祉協議会のボランティアセンターとの

連携についても報告書に盛り込んではどうか。

（会 長） 地域支援事務室の機能を拡大し、ボランティアセンターも利用

できる部屋とすることで、新しいセンターだけでなく自治会連合

会との連携も生まれる可能性がある。また、市の関係団体という
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位置づけで５階の共有事務室を利用することも考えられる。以上

のような形で、ボランティアセンターが当施設に入ることは可能

か。

（事務局） 社会福祉協議会本体と離れて当施設に入ることで、本体との連

携を保てるかどうかが懸念される。また、社会福祉協議会と明記

はしていないが、２の(２)のエ「交流・ネットワーク機能」の「企

業・学校・行政とのネットワーク構築」の中の「行政」という文

言には、社会福祉協議会を含む市内の公共的団体を全て含んでお

り、新しいセンターと社会福祉協議会との連携も想定している。

（委 員） 社会福祉協議会との関わりはあるが、ＮＰＯ・ボランティア活

動センターとの関わりを持たない団体も多いと思われる。それら

の団体と連携するためにも、新しいセンターにおいては、社会福

祉協議会が当施設に入るかどうかは別として、社会福祉協議会と

の連携を持つことは重要である。

（事務局） 当協議会の発足前に社会福祉協議会と打合せを行う中で、当施

設を市民活動の拠点として整備する過程の中で連携を進めていく

ことについても確認をしている。なお、社会福祉協議会と関わり

を持つ団体との具体的な連携方法については今後検討させていた

だきたい。

（委 員） 当施設に入るのではなく、連携するという内容であれば記載す

ることも可能であると思われる。

（会 長） 新しいセンターがそれらの団体とも連携をとれるような仕組み

を確保することが必要であると考える。現在、多くのボランティ

ア団体が社会福祉協議会との関わりを持っていると認識している。

（事務局） 具体的に記載するのであれば、２の(２)のエ「交流・ネットワー

ク機能」に社会福祉協議会との連携を明記する方法が考えられる。

（会 長） それでは、２の(２)のエ「交流・ネットワーク機能」の＜課題と

改善策＞に追記することとしたい。

以前の議論の中で、地下の音楽練習室と５・６階を一体的に管
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理すべきであるという意見が出ていたと認識しているが、３の(２)

「施設の一体的な管理運営について」にそのような趣旨の文言を

加えることは可能か。

（事務局） 地下の音楽練習室は所管が文化振興課であるため、管理運営に

ついても文化振興課が検討する事項である。

（会 長） 「５・６階との一体的な管理が望まれます」という表現であれ

ば可能か。

（事務局） 文化振興課との協議を行っていないため、「音楽練習室」に関す

る事項を記載するのは困難である。

（委 員） 以前の協議会で、地下の音楽練習室と５・６階は所管課が異な

るとの確認をしていたため、異なる位置づけの施設であると認識

している。一体的に管理することが望ましいが、報告書に記載す

るのは難しいのでないか。

（会 長） 「音楽練習室」という文言は記載せず、「また、同施設に配置さ

れる関連施設も同様に一体管理することが望まれます。」という文

言を追加してはどうか。

（事務局） 当協議会の報告書に具体的な管理方法を記載することで、今後

の所管課等の検討に影響を及ぼすおそれがある。

（会 長） それでは、報告書には記載しないこととするが、今後、市で検

討していただくこととしたい。

以上で必要な論点は概ね議論できたものと思われる。事務局よ

り、今回の議論を踏まえた修正案を事前に各委員にお送りいただ

き、次回の協議会では文言の確認をすることしたい。

４ その他

  特になし



12

次回の会議日程

日時：１月２９日（火）午後２時～

会場：府中駅北第２庁舎５階会議室



第１６回府中市市民活動推進協議会

                  日 時 平成２５年１月１８日（金）

                                      午前１０時～

場 所 府中市役所北庁舎３階第６会議室

会議次第

１ 開会

２ 会長挨拶

３ 会議録の確認について

議決事項

１ 報告書の検討について

２ その他



 

 

 

 

 

 

 

「府中市における市民活動の推進に向けた 

 施策について」 

 

     検 討 結 果 報 告 書 

        （案） 
（２５．１．１８） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 成 ２ ５ 年 １ 月 
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 はじめに 

 

 府中市（以下「市」という。）では、市民が自発的かつ継続的に行う社会貢

献活動を促進するとともに、ＮＰＯ・ボランティア団体、企業・学校等、及

び行政の間の協働の推進を図るため、平成１４年８月に府中ＮＰＯ・ボラン

ティア活動センター（以下「センター」という。）を開設し、市民活動の拠点

整備を行っております。また、平成２１年４月からは、中間支援機能を有す

る特定非営利活動法人に運営を委託し、団体支援の拡充を図っております。 

  近年、ＮＰＯ・ボランティア団体数及び市民活動に参加する市民の数は増

加傾向にあり、様々な分野で協働が進んでおります。しかし、ＮＰＯ・ボラ

ンティア団体数の増加に伴う活動場所の不足や、協働の担い手となり得る組

織力のあるＮＰＯ・ボランティア団体の不足など、いまだ多くの課題も残さ

れております。こうした状況の中、センターの担う役割はますます重要にな

ってきており、センターの持つＮＰＯ・ボランティア活動支援機能のさらな

る拡充が期待されております。 

  本協議会は、平成２３年２月から平成２５年１月までの２年間、市長から

検討依頼のあった (1) ＮＰＯ・ボランティア等の活動の推進に関する事項、

(2) 府中ＮＰＯ・ボランティア活動センターの運営に関する事項、(3) ＮＰ

Ｏ・ボランティアの活動その他の市民活動の拠点に関する事項の３点につい

て、市内のＮＰＯ・ボランティア活動の状況やセンターの運営状況、及び他

市の先進事例等をもとに検討してまいりましたので、その結果をご報告いた

します。 
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１ ＮＰＯ・ボランティア等の活動の推進に関する事項について 

  従来は、原則として全ての公共サービスは行政が担うべきであり、ＮＰＯ・

ボランティアは行政の手の届かない分野で活動する、いわば行政の補完的な

機関であると考えられてきました。しかし、近年はこうした考え方が見直さ

れ、市民、企業・学校等、及び行政が互いに協力しながら積極的に地域課題

を解決し、市民主体のまちづくりを進めていくことが期待されております。 

  このような観点から、ＮＰＯ・ボランティア等の活動の推進にあたっては、

市民が主体的に活動するための仕組みを構築していくことが必要であると考

えられます。 

 

 (1) ＮＰＯ・ボランティア団体の活動支援について 

  ア 団体登録制度について 

   ＜現状＞ 

    センターの登録団体数は、センター開設年度である平成１４年度末の

２７団体から年間１０団体程度の増加を続け、平成２３年度末現在では

１０５団体となっております。これは近隣同規模市の中間支援センター

の登録団体数（立川市：１５９団体、三鷹市：１４７団体）と比較する

と若干尐ないところですが、本市でも多くの市民がＮＰＯ・ボランティ

ア活動に携わっている現状がうかがえます。 

    なお、市内にはセンター登録団体以外にも数多くのＮＰＯ・ボランテ

ィア団体が存在しておりますが、これらの団体がセンターに登録しない

要因としては、独自の事務所を有する団体等にとって、センターが提供

するソフト面の支援は必要でも、施設利用などハード面の支援はあまり

必要ではないことから、登録まで至らないことなどが挙げられます。 

   ＜今後の方針＞ 

   ① 団体の増加と育成について 

     第５次府中市総合計画では「センター登録団体数」を施策の評価指

標に定めており、センターでは現在、その増加と育成に取り組んでお

りますが、今後はＮＰＯ・ボランティア活動に携わる市民の裾野の拡

大を目指し、登録団体以外のＮＰＯ・ボランティア団体の増加と育成

にも取り組んでいくことが求められます。 
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     また、登録団体を育成して市やセンターの支援から自立させていく

こともセンターの重要な役割の一つであると考えられます。 

   ② 団体登録制度の見直しと支援対象範囲の拡大について 

     今後は、コミュニティビジネスの育成や起業支援も含めた幅広い支

援が求められることから、各団体の活動実績等に関する評価制度を導

入するなど本市の団体登録制度のあり方を見直すとともに、センター

の支援対象範囲を拡大していく必要があります。 

 

  イ 財政的支援について 

   ＜現状＞ 

    現在、市が実施する財政的支援としては、市民の公益の増進に寄与す

る先駆的な事業に対して補助金を交付する「市民提案型市民活動支援事

業」がありますが、平成２２年度をピークに応募団体数が減尐している

ことから、今後は応募団体数の増加に向けた取り組みを検討する必要が

あります。 

   ＜今後の方針＞ 

   ① 補助制度の見直しについて 

     市民提案型市民活動支援事業補助金の補助率は対象経費の２分の１

以下と定められており、小規模な団体にとっては残りの半分の経費を

負担することが困難な場合もあるので、今後は事業規模等に応じた補

助率の見直しや補助上限額の増加、補助対象期間内の傾斜配分などを

検討する必要があります。 

   ② 新たな財政的支援の実施について 

     活動を始めて間もない団体にとっては補助金という形での支援も有

効ですが、自立した運営を続けていくためには経常経費や活動拠点を

確保していくことが必要となります。このことから、今後は新たな財

政的支援として、市民団体が市の業務に参入する機会の提供や活動拠

点の設置などについても検討していただくことを望みます。 
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 (2) 自治会活動の振興について 

  ＜現状＞ 

   平成２３年度の府中市の自治会加入率は６２．１０％で、近隣同規模市

の加入率（立川市：４７．６５％、三鷹市：３９．７８％、調布市４８．

８０％）と比較して高い値となっておりますが、平成元年度の７９．６２％

をピークに年々減尐傾向にあります。また、近年は多くの自治会で、役員

の固定化・高齢化といった課題を抱えております。 

  ＜自治会とＮＰＯ・ボランティア団体との協働状況＞ 

   こうした状況の中、自治会・町会の上部組織である自治会連合会では、

行政や関係機関、団体等との連携を強化しながら、自治会の振興と市民生

活の向上を目的としたイベント等を開催するなど、地域の様々な課題解決

に取り組んでおります。また、近年では、さらなる市民活動の活性化に向

けて、自治会連合会が「ＮＰＯ・ボランティアまつり」に参画したり、自

治会連合会の理事会等にＮＰＯ・ボランティア団体が参加したりするなど、

双方で協働の接点を模索しております。 

   このように、公会堂や集会場等多くの施設を保有する自治会と、活動の

場を特定の地域に限定しないＮＰＯ・ボランティア団体が協働して事業を

実施するようになることは大変合理的であり、今後もこうした取り組みを

進めていくことが求められます。 

  ＜今後の方針＞ 

   自治会の振興を図ると同時に、自治会保有施設をＮＰＯ・ボランティア

団体の活動拠点として活用することが可能になれば、両者のネットワーク

の形成に極めて有効であると考えられることから、今後も情報の共有がな

されるよう、両者の協働をより一層進めていくことが重要となります。 

   また、今後は、自治会が地域課題の解決においてより重要な役割を担う

とともに、市と自治会との協働体制をさらに強化していくための方策につ

いても検討する必要があります。 
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 (3) コミュニティビジネスの育成について 

  ＜現状＞ 

   近年、本市でも、地域課題をビジネスの手法を用いて解決する「コミュ

ニティビジネス」に取り組む団体が増えつつありますが、他の自治体に比

べて目立った活動がまだ尐ないことから、今後は、市内でコミュニティビ

ジネスに取り組む団体の情報を把握し、市とそれらの団体との協働を図る

とともに、地域課題の解決能力を持つ団体を新たに増やしていく必要があ

ります。 

  ＜今後の方針＞ 

   今後は、実施主体がＮＰＯ・ボランティア団体であれ、企業であれ、地

域課題の解決を目的に行われる事業は全てコミュニティビジネスと捉え、

支援の対象としていくことが求められます。 

   具体策としては、起業や経営に関する啓発講座の実施や運営相談体制の

確保、インキュベーション（起業支援）施設の設置等が考えられます。な

お、府中駅南口第一地区市街地再開発ビル（以下、「再開発ビル」という。）

の新たな市民活動拠点施設にインキュベーション機能を設置する場合には、

多くの人々が往来する駅前であることから、会議室のような貸事務所より

も様々な人が利用できるオープンな貸出スペース等を設置する方が望まし

いと思われます。また、他の自治体のように民間主導でインキュベーショ

ン施設を設置することなども考えられますが、その場合には市民活動拠点

施設とインキュベーション施設との連携体制を確保する必要があります。 
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２ 府中ＮＰＯ・ボランティア活動センターの運営に関する事項について 

  平成２１年度にセンターの運営業務を民営化してから約４年が経過し、登

録団体数も順調に増加しておりますが、前項でも報告したとおり、ＮＰＯ・

ボランティア活動を取り巻く状況が大きな変化を迎える中、センターが提供

する支援内容についても見直しの必要性が生じてきております。 

  また、数年後にはセンターの機能が再開発ビルに設置される市民活動拠点

施設に移転することも踏まえ、今後はセンターの支援機能をさらに拡充して

いくことが求められます。 

 

 (1) センターの支援機能の強化について 

   センターの支援機能の拡充にあたっては、主に次の４つの項目を中心に

強化していくことが求められます。 

  ア コミュニティビジネス支援機能の強化 

    コミュニティビジネスのより一層の推進を図るため、今後はセンター

のコミュニティビジネス支援機能を強化し、看板施策の一つとして前面

に押し出していくことが求められます。 

  イ ＮＰＯ・ボランティア団体の活動支援及びＮＰＯ・ボランティア活動

への市民参画促進のためのコーディネーターの養成 

    新たな市民活動拠点施設にはオープンスペースの設置が計画されてお

り、市民、団体間の交流の場となることが期待されますが、新たな交流

を生み出すためには、ＮＰＯ・ボランティア団体の活動支援やＮＰＯ・

ボランティア活動への市民参画の促進を担うコーディネーターが必要と

なります。このことから、今後はセンターとしてもコーディネーターと

なり得る人材の育成に取り組んでいくことが求められます。 

  ウ ＮＰＯ・ボランティア団体への市民参画を促進するための環境整備 

    ＮＰＯ・ボランティア団体の運営上の課題の一つとして「人材不足」

が挙げられることから、今後は、団体へのボランティア派遣制度の構築

やシニア向けの地域デビュー講座の開催など、ＮＰＯ・ボランティア団

体への市民参画を促進するための環境整備を進めていくことが求められ

ます。 
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  エ ＮＰＯ・ボランティア活動に対応する相談体制の一元化 

    ＮＰＯ・ボランティア活動に対応する相談窓口については、市民がア

クセスしやすい施設にワンストップオフィスの形で設置されることが求

められます。このことから、新たな市民活動拠点施設には、中間支援組

織としての機能を有するセンターと市の市民活動支援担当部署の両方の

窓口を設置することが望まれます。 

 

 (2) 各支援機能に関する課題と改善策について 

   センターの各支援機能については、上記４項目の強化策に基づき、次の

とおり改善していくことが求められます。 

  ア 相談窓口機能 

   ＜主な業務＞ 

    ＮＰＯ・ボランティア活動相談、団体運営相談、団体登録受付など 

   ＜課題と改善策＞ 

    市民活動の周知・啓発の強化と団体以外の市民によるセンターの利用

機会の増加を図るため、市内各地域でセンター事業や団体の活動内容を

紹介するＰＲイベント等を開催することなどが求められます。 

    また、センターの来館者数を増加させるためにはセンター自体が魅力

ある施設となる必要があることから、研修等の機会を通じて、センター

のスタッフのさらなるスキルアップを図り、来館者や団体への支援につ

なげていくことが求められます。 

    さらに、団体数が増加傾向にあることから、センター業務のアウト 

   ソーシングの推進やセンター運営ボランティア制度の実施などを通じて、

適切な業務運営体制を確保する必要があります。 

  イ コンサルティング・課題解決機能 

   ＜主な業務＞ 

    ＮＰＯ法人設立相談、経理・パソコン相談など 

   ＜課題と改善策＞ 

    税務・登記等の専門知識を要する相談にも対応できるよう、税務署や

法務局など各行政機関との連携や、税理士等の専門家とのネットワーク

構築、さらに団体向けの集合研修の実施などが求められます。 
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    また、団体主催イベントの運営に関する相談件数が増加しつつあるこ

とから、イベント運営マニュアル等を作成し、相談業務の効率化を図る

必要があります。 

  ウ 情報収集・提供機能 

   ＜主な業務＞ 

    団体情報及び助成金情報の収集・提供、広報誌の発行、各種イベント

におけるセンター事業の周知など 

   ＜課題と改善策＞ 

    団体の活動情報を多くの市民に周知するためには、市広報以外にも多

様な情報媒体を活用していく必要があります。このことから、コミュニ

ティサイト等の既存の情報媒体の利用の促進や、ブログやメールマガジ

ン等の新たな情報媒体の活用などが求められます。 

    また、団体情報の更新頻度を向上させるために、団体自身による情報

更新の仕組みを構築していくことなどが求められます。 

  エ 交流・ネットワーク機能 

   ＜主な業務＞ 

    団体間交流の実施、企業・学校・行政とのネットワーク構築など 

   ＜課題と改善策＞ 

    団体間交流の拡充を図るため、シンポジウムの終了後に交流会を開催

するなど、より多くの団体・市民が交流できる機会を提供したり、団体

同士のマッチングを促進したりすることなどが求められます。 

    また、構築したネットワークを活用して、新たな事業をコーディネー

トしたり、団体と各機関とのマッチングを実施したりすることなどが求

められます。 

  オ 人材育成機能 

   ＜主な業務＞ 

    講座の開催、市民活動啓発イベントの開催、各種イベントにおける 

    市民活動の啓発、協働推進事業等を通じた団体育成など 

   ＜課題と改善策＞ 

    コミュニティビジネスの推進を図るため、創業・経営講座の開催やコ

ミュニティビジネスの運営相談体制の確保などが求められます。 
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    また、講座終了後の受講者へのフォロー体制を確保するため、連続講

座やフォローアップ講座を開催したり、受講者への継続的な活動支援を

行ったりすることなどが求められます。 

    さらに、団体育成機能の拡充を図るため、経験年数の多い団体が設立

後間もない団体を支援するような仕組みを構築することなどについても

検討していただくことを望みます。 

  カ 活動拠点・機材提供機能 

   ＜主な業務＞ 

    会議室・備品等の管理・貸出など 

   ＜課題と改善策＞ 

    団体数の増加に伴い、活動場所となる公共施設の空きが尐なくなって

きていることから、民間の空きスペースに関する情報の収集・提供や、

自治会保有施設の活用等に関する調整などを通じて、活動場所や活動拠

点の拡充を図る必要があります。 
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３ ＮＰＯ・ボランティアの活動その他の市民活動の拠点に関する事項について 

  本協議会では、市が策定した「府中駅南口第一地区第一種市街地再開発事

業における保留床（５階・６階）の活用方針（以下『活用方針』という。）」

をもとに、再開発ビルの５・６階に設置される新たな市民活動拠点施設の管

理運営方法や機能、レイアウトなどを検討し、次のとおり協議がまとまりま

したので、ご報告いたします。 

 

 (1) 施設の基本的なあり方について 

   本施設については、既存の市内公共施設にはない特徴を持たせるととも

に、特定の方だけでなく、多くの方に利用されるような施設にすることが

求められます。 

   また、本施設の管理運営業務の担い手として、市内ＮＰＯ法人など市民

を中心とした新たな受け皿づくりを進めていくことが求められます。 

 

 (2) 施設の一体的な管理運営について 

   活用方針では、本施設の市民活動支援機能を「市民活動サポートセン 

  ター」・「小ホール及びホワイエ」・「コミュニティセンター」の３つに分類

しておりますが、効率面や市民サービス向上の観点から、同一の管理運営

者が一体的に管理運営するのがよいと考えます。 

 

 (3) 施設の管理運営制度について 

   本施設では、管理運営に民間のノウハウを活用するため、指定管理者制

度を導入することが望まれます。なお、本施設では団体間のコーディネー

ト業務を行うことが想定されることから、指定管理者については、中間支

援組織としての機能と活動実績を有し、地域の特性を理解している、市民

を中心に構成された団体を選択するのが望ましいと考えます。 

 

 (4) 施設の管理運営予算について 

   指定管理者制度を導入する場合、指定管理者は施設の管理運営予算を確

保するために、指定管理料と利用料金収入のほかにも、自主事業を実施し

て積極的に収入を確保していくことが必要となります。 
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   なお、自主事業の実施に際しては、収支予算を明確にし、必要に応じて

運営予算を増額することなども考えられます。 

 

 (5) 市民活動サポートセンターの支援機能の拡充について 

   市民活動サポートセンターには現在のセンターの機能が移転されること

となりますが、移転に際しては、前項で提案した改善策に加え、次のとお

り支援機能を拡充することが望まれます。 

  ア 相談窓口機能 

    本施設では多くの市民の来館が期待されることから、市民活動のより

一層の普及を図るため、オープンスペースを利用する一般来館者に対し、

市民活動への参加を促すためのロビーワークを実施することが求められ

ます。 

    また、他市の同種施設では来館者用総合案内と施設管理者事務室を

別々に設けている事例がありますが、複数の窓口を設置すると来館者の

混乱を招くおそれがあることから、本施設では施設管理者が総合案内を

兼務することにより、窓口を一元化すべきであると考えます。 

  イ コンサルティング・課題解決機能 

    団体同士や団体と企業・学校・行政とのマッチングをより一層促進す

るため、センターが持つマッチング機能を「見える化（ＰＲ）」し、マッ

チングに関する相談件数の増加を図って、実績を積み上げていくことが

求められます。 

  ウ 情報収集・提供機能 

    現在は、登録団体の情報を紙媒体で収集し、閲覧に供するほか、ホー

ムページ等で紹介しておりますが、実際にはセンターに問い合わせて団

体情報を入手することの方が多いと思われます。このことから、本施設

では、原則として電子媒体により団体情報を収集するとともに、ロビー

にパソコンを設置するなどして団体情報を自由に閲覧できるようにする

ことが求められます。 

  エ 交流・ネットワーク機能 

    利用団体が施設の運営に積極的にかかわっていくための仕組みとして

「運営協議会」を設置し、施設の管理運営に対する評価とアドバイスを
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受けるとともに、団体同士が交流するためのきっかけを生み出すことが

求められます。 

  オ 人材育成機能 

    次世代の市民活動の担い手を育成するため、オープンスペースで一般

来館者を対象としたワークショップを開催したり、青尐年の居場所づく

りとしてロビーに学習スペースを設置したりすることなどが求められま

す。 

    また、講座の運営予算を確保するため、講座の開催時には、参加料の

徴収に加え、民間事業者に宣伝を兼ねた物資の提供や技術協力を依頼す

ることなども検討していただくことを望みます。 

  カ 活動拠点・機材提供機能 

    利用団体の負担を減らすため、民間事業者の協力を得てコピー機や印

刷機等の使用料を軽減することなどについても検討していただくことを

望みます。 

 

 (6) 小ホール及びホワイエの運営方法について 

   小ホールについては、市民活動の発表など市民活動団体の利用目的と、

講演会や展示会など企業等の利用目的の双方を満たすため、多目的ホール

とすべきであると考えます。 

   また、小ホール及びホワイエの運営にあたっては、市民活動の発表のほ

か、ＮＰＯ・ボランティア団体や地域団体、市が主催するイベント等を開

催するなど、市民が気楽に訪れることができる仕組みづくりにも取り組ん

でいただくことが望まれます。 

 

 (7) コミュニティセンターと小ホール及びホワイエの利用制度について 

   本施設でも、現在のセンターと同様、団体登録制度を実施することによ

り、各団体のコミュニティセンターと小ホール及びホワイエの利用機会を

均等化し、特定の団体に利用が偏らないようにすべきであると考えます。

ただし、市民活動サポートセンターのオープンスペースについては、登録

の有無にかかわらず、誰もが利用できる空間とすることが望まれます。 
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   また、活用方針に沿った形でコミュニティセンターと小ホール及びホワ

イエの利用がなされるよう、団体の種別や活動内容により予約時期や利用

料金等に差をつけることなども検討していただくことを望みます。具体的

には、ＮＰＯ・ボランティア団体が利用する場合や団体間交流を行う場合、

地域貢献活動を行う場合などに貸出条件を優遇することなどが考えられま

すが、原則としては全て有料で貸し出すこととし、利用料金の減免制度や

利用回数制限等の実施については、開館後の実績をもとに検討するのがよ

いと考えます。 

 

 (8) 施設計画について 

  ア 施設計画の前提条件 

   ① 施設の立地等 

     本施設は、地上１５階、地下

４階で構成される再開発ビルの

５階及び６階に設置されます。

なお、下階の４階から地下２階

には商業施設が、上階の７階か

ら１５階には集合住宅が設置さ

れます。 

     また、当該再開発ビルは、東側が府中駅前通り（府３・４・１９号）

及び交通広場に、南側が宮町中央通り（府７・５・２号）に、西側が

けやき並木通り（府３・４・２１号）に面し、２階は府中駅と連絡す

るペデストリアンデッキ（府８・６・２号）に接続されます。 

   ② 駐車場及び駐輪場の配置 

     駐車場については、地下３階及び地下４階にビル共用として約１２０

台分、地下３階に荷捌き車両用として８台分の駐車スペースの確保が

予定されています。また、駐輪場については、地下１階に公共用とし

て約５５０台分、地下２階にビル共用として約４７０台分の駐輪ス 

ペースの確保が予定されています。 

 

再開発ビル案内図 

ペデスト リ アンデッ キ
府８ ・ ６ ・ ２ 号

（ 下部交通広場）

府中駅

府中駅南口第一地区
市街地再開発ビル

宮町中央通り
（ 府７ ・ ５ ・ ２ 号）

第三地区

第ニ地区

第一地区

Ｎ
けやき並木通り

（ 府３ ・ ４ ・ ２ １ 号）
府中駅前通り

（ 府３ ・ ４ ・ １ ９ 号）
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   ③ 施設までの動線 

    Ａ 再開発ビルへの動線 

      再開発ビルに徒歩で来館する

場合には、交通広場に面した１

階東側、けやき並木通りに面し

た西側、及び府中駅に面した北

側の各通路に配置される共用出

入口を利用し、ペデストリアン

デッキと接続する２階からは、

東側、北側、及び南側の各共用

出入口を利用することとなりま

す。 

      また、車で来館する場合には、

１階南側の駐車場入口から地下

３階及び地下４階の駐車場に降

り、自転車で来館する場合には、

１階南側の駐輪場入口から地下

１階の公共駐輪場及び地下２階

のビル共用駐輪場に降りること

となります。 

    Ｂ ５階及び６階への動線 

      ５階及び６階へは、北側と南

側に配置されるエレベーターか、

南側に配置されるエスカレー

ターで上がることとなります。 

      徒歩で来館する利用者につい

ては、下階の商業施設の利用者

によるエレベーターの混雑等を

避けるため、主に南側のエスカ

レーターを利用して来館するこ

とが想定されます。 

 

 

 

再開発ビルへの動線 

５階及び６階への動線 

非常用 EV

ESC

ESC

ESC

EV

EV

EV

EV

EV

階段

階段

階段

階段

階段

凡例

屋外階段

屋外階段

荷捌き用
EV

荷捌き用
EV

荷捌き
用 EV

階段

階段

５ 階

６ 階

非常用 EV

１ ・ ２ 階
から

１ ・ ２ 階及び
駐車場から

１ ・ ２ 階及び
駐輪場から

荷捌き
駐車場から

ESCESCESC
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      また、駐車場の利用者は北側のエレベーターを、駐輪場の利用者

は南側のエレベーターを利用することが想定されます。 

      なお、南側には荷捌き用エレベーターも配置されるため、地下３

階の荷捌き車両用駐車場から５階及び６階へ上がることも可能です。 

      さらに、東側、北側、及び南側には、通常時も利用できる避難階

段が１ヵ所ずつ配置されます。また、南側の屋外にも避難階段が 

     １ヵ所配置されます。そのほか、火災時に消防隊員が消火・救出作

業を行うための非常用エレベーターが北側に配置されます。 

   ④ 構造設備 

    Ａ エレベーター及びエスカレーター 

      施設の北側と南側に２４人乗りエレベーターが２基ずつ配置され、

南側にエスカレーターが１基配置されます。 

      また、南側に２４人乗り荷捌き用エレベーターが２基、北側に 

     ２４人乗り非常用エレベーターが１基配置されます。 

    Ｂ 設備スペース等 

      ビル共用の設備スペースは南北のエレベーター付近に配置されま

す。また、公共施設用の電気室は５階南西側に、給水設備室は地下

４階北側に配置され、空調設備用の室外機は６階上部のトレンチ階

に設置されます。 

    Ｃ 小ホール 

      ホールに適した天井高を確保するため、５階と６階の２層を利用

します。なお、遮音性を考慮して、直上に住宅部が配置されない東

側に配置されます。 

 Ｄ 吹抜 

      ５階と６階の賑わいを一体的に表現するための吹抜が、北東側の

２層分のガラス窓に面して配置されます。 

    Ｅ 水回り 

      トイレや給湯室などの水回りは、基本的には南北のエレベーター

付近の設備スペース近辺に設置することとなります。また、小ホー

ル関係の水回りは、東側の避難階段に隣接する設備スペースの上部

近辺に設置することとなります。 
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  イ 施設計画の基本的な考え方 

   ① 施設全体の考え方と配置計画 

    Ａ 基本方針 

      (1)の「施設の基本的なあり方について」に記載したとおり、本施

設については、既存の市内公共施設にはない特徴を持たせるととも

に、特定の方だけでなく、多くの方に利用される施設とすることが

求められます。 

      このことから、本施設は、市民に開かれ、市民が主体となって活動・ 

     学習するまちの中の広場的な空間づくりをテーマに、日常的な集い

からイベントまで多種多彩な催しを受け入れることができる「屋根

のある広場 －まちの広場－」として計画します。また、将来的な施

設ニーズの変化にも対応できるフレキシブルな計画とすることで、

市民に親しまれ続ける市民活動の拠点施設として位置づけます。 

    Ｂ 全体的な配置及び動線計画 

     ⅰ 市民活動サポートセンター 

       本施設の中心的機能を担う

市民活動サポートセンター

は、下階からのアプローチの

しやすさを考慮して５階に

計画します。北側のエレベー

ターと南側のエレベーター

及びエスカレーターの２方

向からのアクセスが可能で

すが、エスカレーターで来館

する利用者が多いと想定さ

れることから、南側をメイン

エントランスとします。 

     ⅱ 小ホール及びホワイエ 

       ５・６階の東側に位置する

小ホールでは５階にエント

ランスを設けます。また、５

 

全体配置図 
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階と６階それぞれにホワイエを配置し、ホワイエ内で５・６階を

結ぶ専用階段を設けます。 

     ⅲ コミュニティセンター 

       コミュニティセンターは６階に配置し、受付や施設案内等の機

能は５階のサポートセンターで一元管理する計画とします。５階

同様、エスカレーターで上がってくる利用者が多いものと想定さ

れることから、南側をメインエントランスとします。 

    Ｃ 将来的な施設ニーズの変化への対応策 

      市民活動サポートセンターは、多様なレイアウトに対応できるよ

う、可能な限り固定の間仕切りを設けない計画とします。 

      小ホール及びホワイエは、多目的利用を前提とした機能とスペー

スを設ける計画とします。 

      コミュニティセンターは、様々な機能と規模を有する会議室等と、

レイアウト変更が容易なオープンスペースを設ける計画とします。 

    Ｄ 全ての利用者にやさしい施設計画 

      だれもがわかりやすく利用しやすい施設の設計及び什器・備品の

選定、利用者を限定しない多目的トイレの設置、子ども連れの利用

者に配慮した授乳室及びキッズルームの設置など、全ての利用者に

やさしいユニバーサルデザインを取り入れた計画とします。 

 

   ② 各機能の考え方と配置計画 

    Ａ 市民活動サポートセンター 

      市民活動サポートセンターは

「交流の広場」をコンセプトに、

「まちの広場」の中心的な空間

として位置づけます。 

      団体活動や市民交流の広場、

キッズスペース、カフェなど

様々なスペースを設けることに

よって、誰でも気軽に市民活動

ができる空間として、これから

サポートセンターのゾーニングイメージ図 
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市民活動を始める方や市民活動団体・地域団体の支援と、各団体間

及び各団体と企業・学校・行政とのコーディネートを行います。 

      また、総合情報センターや国際交流サロンなど目的の異なる施設

とも共存することで、活動・交流の拠点としての機能を高めます。 

     ⅰ オープンスペース 

       東西の壁面にガラス窓を有する、広場にふさわしい 1,000 ㎡規

模の開放的なワンルーム空間を計画します。床や天井の色彩計画

等によって各スペースを特徴付けるとともに、可動間仕切りによ

って多様な空間ニーズにフレキシブルに対応することが可能とな

ります。また、イベント開催時には間仕切りや備品を収納するこ

とで、一体利用が可能な壁のない大空間を生み出すことも可能と

なります。 

     ⅱ サポートセンターのカウンター及び事務所 

       サポートセンターのカウンター及び事務所を中心に各スペース

を円環状に配置することで、回遊性のある配置計画とします。 

       サポートセンターの事務所については、北東側の総合情報セン

ター及び北西側の国際交流サロンと適切な距離を保つことによっ

て、協働性を確保しながら開館時間の違いによる管理運営面にも

対応し、情報の発信と交流をより一層促す配置とします。 

       また、サポートセンターと総合情報センターのバックススペー

スを各事務所と隣接させることで、スタッフのスムーズな連絡動

線を確保します。 

     ⅲ カフェラウンジ・市民活動交流スペース 

       カフェラウンジ及び市民活動交流スペースは、新しい施設を特

徴づけるとともに市民を迎え入れるエントランスコートとして、

南側のエレベーターとエスカレーターに近接させて配置します。

カフェラウンジは吹抜に面した間仕切りのないオープンスペース

とし、市民活動交流スペースは人々をスムーズに迎え入れ、初め

ての人でも気軽に立ち寄りやすいイメージの空間とします。また、

小ホールや情報・雑誌コーナーにも隣接させることで、くつろぎ

ながら情報収集や交流活動を行える空間として計画します。 
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     ⅳ 団体活動スペース 

       団体活動ミーティングスペース及び作業スペースは、けやき並

木通り側の窓際に配置し、やすらぎと良好な採光面を持つ落ち着

いた空間とします。ミーティングスペースには多人数での打ち合

わせも可能な広い空間を確保します。また、作業スペースを印刷

室及びロッカー室と隣接させることで団体の作業効率を高めます。

さらに、キッズスペースを近接させることで、子ども連れの利用

者にも対応します。 

 

    Ｂ 小ホール及びホワイエ 

      小ホール及びホワイエは「表

現の広場」をコンセプトに、市

民が主役となる舞台としての

広場を計画します。演奏会や小

演劇、講演会など多目的に利用

できる施設とし、様々な市民活

動に表現の場を提供します。 

     ⅰ 小ホール 

       小ホールは、施設の東側に配置し、３００人対応の可動席とす

ることで、様々な表現活動に対応できる多目的ホールとします。

ステージはミニオーケストラの演奏会にも利用可能な大きさとし、

ステージ袖は可動式の反射パネルとすることで音響に配慮した仕

様とします。 

     ⅱ ホワイエ 

       ホワイエは、５階と６階それぞれに配置し、吹抜のあるガラス

窓に面するとともに、上下階を階段で結びつけることにより、ハ

レの場へのプロローグ空間として位置づけます。また、５階のホ

ワイエとカフェラウンジ及び市民活動交流スペースの間に開閉可

能な間仕切りを設置することで、各スペースとの一体利用も可能

な仕様とします。さらに、パントリーを設置して、パーティーな

どビュッフェコーナーとしての利用も可能にします。 

ホールのゾーニングイメージ図 
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     ⅲ スタジオ・楽屋等 

       スタジオは、多人数での使用が可能な控え室兼練習室として、

ステージのバック動線付近に配置します。 

       楽屋及びピアノ庫は、ステージと荷捌き用エレベーターホール

をつなぐ南側のバック動線に面して配置し、ステージまでの移動

距離を短くした機能的な配置とします。また、多様なニーズに対

応するため、シャワールームを備えた楽屋を配置します。 

       倉庫は、客席・ステージ・バック動線に分散配置し、多目的な

利用を想定して、それぞれ十分な収納力を備えた大きさとします。 

       トイレは、ホール専用として５階と６階それぞれのホワイエに

設け、ホール利用者がわかりやすく、利用しやすい配置とします。 

 

    Ｃ コミュニティセンター 

      コミュニティセンターは「協

働の広場」をコンセプトに、可

動間仕切りや防音仕様により

様々なニーズに対応可能な大小

の会議室、開放的なイメージの

料理室、様々な利用を想定した

和室、地域団体を支援する地域

支援事務室を配置します。 

      また、市民サロンはコミュニティビジネス等の起業を目指す方の

支援や青尐年の居場所づくりを目的としたフレキシブルなロビー空

間として位置づけます。なお、市民サロンと会議室等をガラスで間

仕切ることにより、市民活動への積極的な参加を促します。 

     ⅰ 市民サロン 

       コミュニティセンターのエントランス空間及び休憩コーナーと

して、市民サロンをエスカレーターに隣接させて設けます。また、

東西のガラス窓に面することで明るく開放的な空間とし、東側は

吹き抜けを介して府中駅前のペデストリアンデッキを望み、西側

はケヤキ並木を眺める配置とします。 

コミュニティセンターのゾーニングイメージ図 
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       なお、会議室や料理室に隣接させることで、一体的なイベント

利用等にも対応できる空間とします。また、中央に可動間仕切り

を備えた青尐年の学習スペースを配置し、東側に起業支援・個人

有料利用コーナーを配置する特徴的な空間とします。 

     ⅱ 会議室・料理室・和室・地域支援事務室 

       尐人数での利用から８０人規模の大人数まで対応できる様々な

大きさの会議室を設けます。各会議室は市民サロンから北側エレ

ベーターに伸びる２本の通路に面し、初めて来館する方にもわか

りやすく利用しやすい配置計画とします。また、市民サロンと会

議室及び料理室をガラスで間仕切り、視覚的に連続させることで、

市民活動の相乗効果を図ります。特に、西側の会議室は、けやき

並木の緑に浮かぶ特徴的な会議室とします。なお、各会議室及び

料理室には一般会議用マイクの利用が可能な防音性能を備え、北

東側には完全防音仕様の会議室を設けます。 

       北西側には着付け教室や囲碁教室等の利用を想定した和室を設

け、２室に分けて利用することも可能なつくりとします。なお、

茶室として利用するには本格的な設備等が必要なこと、及び市内

既存施設に茶室が存在することなどから、茶室としての機能は設

けず、和室の前に共用の給湯室を設けることとします。 

       東側には自治会など地域団体の活動支援を目的とした地域支援

事務室を設けます。なお、市民サロンと隣接させることにより、

利用者に地域活動をアピールし、参加を促進します。 

 

    Ｄ 倉庫 

      ５階南西側にオープンスペースでのイベント等で使用するパネル

等を収納する倉庫を、小ホールエリアの各所に可動席収納時に利用

する机・椅子や舞台用備品等を収納する倉庫を、６階北側に会議室

用の机・椅子や市民サロンでのイベント等で使用する備品等を収納

する倉庫を配置します。なお、６階北側の倉庫については、５階に

も備品を運搬しやすいよう、北側エレベーター前に配置します。 
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資料１ 

 

府中駅南口第一地区第一種市街地再開発事業における 

保留床（５階・６階）の活用方針について 

 

府中駅南口第一地区（以下「Ａ地区」という。）第一種市街地再開発事業は、府

中駅南口の再開発事業の総まとめであり、府中駅前の利便性が高い場所に、今後、

６，０００平方メートルを超える面積を確保することが困難であることや、Ａ地

区が本市のシンボルである、国の天然記念物の馬場大門のケヤキ並木に面してい

ることなどを考慮すると、Ａ地区５階及び６階の保留床（以下「Ａ地区保留床」

という。）については、将来を見通した広い視点で、本市の表玄関にふさわしい活

用を検討する必要があると考え、調査、検証を行い、Ａ地区保留床の活用方法に

ついて、次のとおりまとめました。 

 

１ 保留床（５階・６階の二層）の活用面積 

  約６，１００平方メートル（階段、エレベーター等の共有部分を除いた面積） 

 

２ ５階（約３，４００平方メートル） 

 (1) 市民活動サポートセンター（仮称） 

  ア 趣旨 

    第５次府中市総合計画の推進に向けた取組の根幹をなす、「市民との協働

によるまちづくり」を推進し、市民が主役の「美しい風格ある 元気なま

ち」を実現するためには、多様な分野における市民のソフトパワーを集結

し、自発的かつ継続的な市民活動を積極的に支援・促進をする必要があり

ます。そのため、市民活動支援施設の事務所機能を集約するとともに、Ｎ

ＰＯ、ボランティア、国際交流、活動的なシニア層（以下「アクティブシ

ニア」という。）を始めとしたすべての団体等が市民活動や交流活動を行

うことのできる活動拠点として、新たなオープンスペースを設置し、市民

活動を支援します。 

  イ 機能概要 

   (ア) 事務所機能 

    ａ ＮＰＯ・ボランティア活動センター 

   (イ) 新たに設置する機能 

    ａ オープンスペース 

      市民団体等が利用できるオープンスペースに、ラウンジ、ミーティ

ングスペース、交流スペース、展示コーナー、資料コーナー等を設置

します。 
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    ｂ 受付窓口・ロビー 

アクティブシニアを含めた市民活動のための情報提供や相談に係

る窓口を設置し、社会参加を促進します。 

 (2) 総合情報センター（仮称） 

  ア 趣旨 

    利便性の高い駅前で、市の総合案内、市政のＰＲ、各種情報提供の機能

を合わせ、情報公開を促進することにより、総合計画の推進に向けた取組

の根幹をなす「適切で効果的な情報の公開」及び「広報活動の充実」を推

進するとともに、行政運営の透明性の更なる向上を図ります。市民活動サ

ポートセンター（仮称）と隣接させることにより、市民活動に必要な各種

資料を提供し、市民活動を支援します。 

  イ 機能概要 

   (ア) 市政情報センター 

   (イ) 市政情報公開ルーム 

 (3) 小ホール（仮称）及びホワイエ 

   市民活動の発表を始めとした各種イベントのほか、プロジェクター、スク

リーン等を設置し、シアターとしても利用可能な施設とします。（２００～

３００席程度） 

 

３ ６階（約２，７００平方メートル） 

 (1) 市民活動サポートセンター（仮称） 

  ア 趣旨 

    ５階と同様 

  イ 機能概要 

   (ア) 事務所機能 

    ａ 国際交流サロン 

    ｂ 消費生活相談室 

   (イ) 新たに設置する機能 

    ａ キッズスペース 

      市民等が市民活動を行う際に、子どもを遊ばせておくことができる

スペースを設置します。 

 (2) コミュニティセンター（仮称） 

  ア 趣旨 

    近年、市民の社会貢献活動の拡大等、多様な分野におけるボランティア

活動やＮＰＯ活動などを始め、市民の自発的な活動が活発となっています。

本市においては、「市民との協働によるまちづくり」を推進するため、市民

活動の場を提供することにより、活動への積極的な支援、促進を図ります。 
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  イ 機能概要 

    市民団体が行うさまざまな活動を支援するための各種機能を設置します。 

   (ア) 会議室（大小１０室程度） 

   (イ) 和室・講習室 

   (ウ) 受付・ロビー 

 (3) ホワイエ 
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資料２ 

 

府中市市民活動推進協議会設置要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、市民活動の活性化に向けた施策を総合的かつ計画的に推進

するため、府中市市民活動推進協議会（以下「協議会」という。）を設置し、そ

の組織及び運営について必要な事項を定めるものとする。 

 （所掌事項） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項について検討し、その結果を市長に報告する。 

 ( 1 ) ＮＰＯ・ボランティア（特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）

第２条第１項に規定する活動を行うものをいう。以下同じ。）等の活動の推

進に関する事項 

 ( 2 ) 府中ＮＰＯ・ボランティア活動センターの運営に関する事項 

 ( 3 ) ＮＰＯ・ボランティアの活動その他の市民活動の拠点に関する事項 

 ( 4 ) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

 （組織） 

第３条 協議会は、次に掲げる者のうちから、市長が依頼する委員１３人以内を

もって組織する。 

 ( 1 ) 府中ＮＰＯ・ボランティア活動センター登録団体の代表者   ４人以内 

 ( 2 ) 府中市自治会連合会の代表者                １人 

 ( 3 ) 社会福祉法人府中市社会福祉協議会の代表者         １人 

 ( 4 ) 社団法人むさし府中青年会議所の代表者           １人 

 (５) 公募による市民                      ２人以内 

 (６) 学識経験者                        ２人以内 

 (７) ＮＰＯ・ボランティアの活動を推進している民間企業の代表者 ２人以内 

２ 前項の委員の任期は２年とする。 

 （会長及び副会長） 

第４条 協議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選による。 

３ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

 （会議） 

第５条 協議会は、必要に応じて会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 協議会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 協議会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求める

ことができる。 
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 （庶務） 

第６条 協議会の庶務は、市民生活部市民活動支援課において処理する。 

 （雑則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

付 則 

 この要綱は、平成２２年１２月２７日から施行する。 
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資料３ 

 

府中市市民活動推進協議会委員名簿 

 

                      任期：平成２３年２月４日～ 

                         平成２５年１月３１日 
 

 役 職 氏 名 選出区分 

１ 会 長 朝 岡 幸 彦 学識経 験者 

２ 副会長 山 崎   猛 自治会連合会 

３ 委 員 佐 藤 洋 一 学識経 験者 

４ 委 員 

佐 藤 恵 子（23.2. 4～23.7.31） 

※ 石 井 省 三（23.8. 1～24.4.15） 

日 笠 玄 紀（24.4.16～25.1.31） 

社 会 福 祉 

協  議  会 

５ 委 員 金 子 崇 裕 青年会 議所 

６ 委 員 長 島   剛 民 間 企 業 

７ 委 員 西 埜 真 美 民 間 企 業 

８ 委 員 久保田 一 郎 登 録 団 体 

９ 委 員 竹 内   章 登 録 団 体 

１０ 委 員 中 嶋   信 登 録 団 体 

１１ 委 員 横 野 美智子 登 録 団 体 

１２ 委 員 堺   美佐子 公 募 市 民 

１３ 委 員 津 田 みどり 公 募 市 民 

 

 ※ 選出母体である社会福祉協議会の人事異動に伴い、委員を変更した。 



 

- 33 - 

 

資料４ 

 

府中市市民活動推進協議会検討経過 

 

会議区分 開催日 主な協議事項 

第１回 平成２３年 ２月 ４日（金） 

・依頼状の交付 

・正副会長の選出 

・今後の進め方の確認 

第２回 平成２３年 ３月２５日（金） 

・市内ＮＰＯ・ボランティア活動 

 等の現状の確認 

・視察日程の確認 

第３回 平成２３年 ４月２５日（月） 

・再開発組合設立申請状況の報告 

・保留床の活用方針の素案の確認 

・分科会の設置 

・視察日程の確認 

現地視察 平成２３年 ５月３１日（火） 

・さいたま市市民活動サポートセ 

 ンター及び浦和コミュニティセ 

 ンターの視察 

第４回 平成２３年 ８月 ４日（木） 

・保留床の活用方針の確認 

・分科会からの中間報告 

・論点の整理 

第５回 平成２３年 ９月２０日（火） ・論点の整理 

第６回 平成２３年１２月 １日（木） ・施設レイアウトの変更案の検討 

第７回 平成２４年 ２月１４日（火） ・施設レイアウトの変更案の検討 

第８回 平成２４年 ４月１６日（月） ・分科会からの報告 

第９回 平成２４年 ６月１３日（水） 

・市内ＮＰＯ・ボランティア活動 

 等の現状確認と改善策の検討 

・センターの現状と課題の確認 

第１０回 平成２４年 ９月１９日（水） 
・センターの課題と改善策の検討 

・市民活動のサポート機能の確認 

第１１回 平成２４年１０月２２日（月） ・センターの課題と改善策の検討 

第１２回 平成２４年１１月 ９日（金） ・報告書の検討 

第１３回 平成２４年１１月２９日（木） ・図面の検討 

第１４回 平成２４年１２月 ６日（木） ・図面の検討 

第１５回 平成２４年１２月１７日（月） 
・報告書の検討 

・施設の管理運営等に関する検討 

第１６回 平成２５年 １月１８日（金） ・報告書の検討 

第１７回 平成２５年 １月２９日（火） ・報告書の確認 
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資料５ 

 

府中市市民活動推進協議会分科会検討経過 

 

〔第１分科会〕 

 所掌事項：市民活動サポートセンター（仮称） 

 委  員：長島剛座長・佐藤恵子委員（第１回・第２回）・ 

      石井省三委員（第３回・第４回）・西埜真美委員・中嶋信委員 
 

会議区分 開催日 主な協議事項 

第１回 平成２３年 ５月２０日（金） 

・第１分科会のミッションの確認 

・府中市の基礎的情報の確認 

・近隣市の中間支援組織の概要の確認 

第２回 平成２３年 ６月１５日（水） 
・さいたま市の視察結果の確認 

・市民活動支援機能の検討 

第３回 平成２３年 ７月１２日（火） ・市民活動支援機能の検討 

第４回 平成２３年１２月 ２日（金） ・ハード面とソフト面の検討 

 

〔第２分科会〕 

 所掌事項：小ホール（仮称）及びホワイエ 

 委  員：佐藤洋一座長・堺美佐子委員・津田みどり委員 
 

会議区分 開催日 主な協議事項 

第１回 平成２３年 ７月 ５日（火） 

・市内各ホール及び各市民活動支援施 

 設の現状と課題の確認 

・ホールの設置目的の明確化 

第２回 平成２３年１２月１３日（火） ・ホールとホワイエの機能の検討 

 

〔第３分科会〕 

 所掌事項：コミュニティセンター（仮称） 

 委  員：山崎猛座長・金子崇裕委員・久保田一郎委員・竹内章委員・ 

      横野美智子委員 
 

会議区分 開催日 主な協議事項 

第１回 平成２３年 ５月１７日（火） 

・市内コミュニティ施設の現状確認 

・活用方針に対するパブリックコメン 

 トの確認 

・第３分科会の検討課題の確認 

第２回 平成２３年 ６月１４日（火） ・ハード面とソフト面の検討 

第３回 平成２３年１０月１７日（月） ・コミュニティセンターの機能の検討 
 


